




伊 藤 一 雄
要 旨
わが国 におけ る高校教育 は1960～1970年 代 に大 き く拡大 した。その結果,発
足時 に勤労少年 に高校教育を保 障することを主 たる目的 に して設立 された夜間
の定時制高校への入学者 は激減 してきて いる。 さ らに入学者中に占める有職者
の数が減少 し,不 本 意入学者 ともいえる無職者が増加 してい る。 本論 は40年 間
の入学 して くる生徒 の有職率 と勤務形態の変化を通 して夜間定 時制高校 の機能
変化を とらえ,合 わせて現在の高校教育 にお ける夜間定時制高校 の社会的 な役
割 を考察す るものであ る。
キー ワー ド 夜間定時制高校,有 職 率,無 職生徒
1.問 題 の所 在
1948年(昭23),勤 労青少年 に後期中等教育を保障する場 として誕生 した定
時制高校は,発 足時 「新制高校の花」 とも言われ,1953年(昭28)に は,全 高
校生中23%に なるまでに成長 した。 しかし,高 校進学率が上昇するにしたがっ
て全高校生に占める定時制生徒の割合は減少の一途をたどり,1975年(昭50)
以後 はその減少率は著 しく,1995年(平7)現 在2%程 度にまで落ち込んでい
る。加えて,近 年入学 してくる生徒に占める無職生徒の割合が増加 し,1995年
(平7)5月 段階では40%に も達 している。また,有 職生徒に占めるアルバイ
ト生の割合 も増加 している1)。
この現象は,従 来,勤 労 しなが ら学習する生徒の圧倒的に多かった定時制高
校 において,当 然のこととされていた教育的な機能の変化をもたらした。たと
えば 「生活体験発表会」ができないなどの問題が生 じてきている。 この問題は
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職業高校における非就職希望者の増加,さ らには普通高校 における非進学希望
者のかかえる問題 とも共通 していると考えられる。すなわち,そ の学校の主流
ともいえる指導体制になじまない生徒は学校不適応者として処理 され,結 果 と
して中退者の増加にもっながっているのではないかと推測される。 これらの生
徒の定着率を上昇させ,進 路指導も含あた教育指導上の諸問題をどのように解

















してみると,っ ぎの4点 が考え られる4)。
第1点 は伝統的な,勤 労生徒に高校教育を保障する機関としての機能である。
これは発足以来の定時制高校の主流とみることのできる役割である。基本的に
は家庭的経済的事情で全 日制高校に進学 したかったが,勤 労に従事 しなければ
ならない生徒のために設立された教育機関としての役割である。夜間に授業が
あること以外 は,全 日制高校のもっ機能とその内容はほぼ同様 と考えることが
できる。









本論では,入 学時点で成人に達 している者はすべてこの範疇に含むことに し






代におもに学習成績 あるいは不登校などが原因で全 日制に入学できず,や む





に入学 したのであるが,成 績不振,怠 学など教育指導上で 「不適応」を起 こし
中退 した生徒を,編 入学あるいは再入学などの方法で定時制高校に受け入れる
ものである。
これらの4点 の機能が,定 時制高校生の有職率 と勤務す る事業所および勤務
形態という観点からみて,ど のように変化 してきたかを,1980年 代後半以降に
焦点をあて分析 してみようとするのが本研究の意図するところである。
2.研 究 の視点 と方 法
本論では定時制高校に入学 してくる生徒集団の有職率,つ まり入学時点でど
れだけ生徒が就職 しているかという点と,生 徒の勤務 している事業所と勤務形
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態の2点 を指標 として生徒集団の特徴を把握 したいと考えた。 この方法は普通
科 ・専門学科などの学科別という視点ではな く,ア ルバイ トも含めた有職率と
いう観点からみた生徒を知る場合にも,有 効になると考えた。
生徒の勤務する事業所規模 と勤務形態を把握するための指標として 「安定度」
と 「固定度」を考え,そ れぞれ職場の規模と勤務形態とで2軸 分析 してみると,




合,中 小事業所でも安定度は低いと必ず しも言えないが,50年 の変化をみる視
点として,統 計的な把握の可能な分類にした。固定度として,い わゆるアルバ
イ トではな く正規の従業員 として雇用されているものを固定度が高いとみなし
た。逆に短期のアルバイ トのような仕事に従事 している場合 は固定度が低いと
考えた。この区分を厳密にするのは困難な面 も多いが,い わゆる健康保険,厚
生年金保険,雇 用保険,労 災保険の4種 類の社会保険に加入 している生徒が固
定度が高 く,1種 類でも加入が欠落 している場合は固定度が低 いと考えた。現
実には健康保険に加入 している生徒はほとんどが他の社会保険制度 にも加入 し
ており,健 康保険に加入 している生徒は,固 定度が高いとしても,ほ とんど誤
差はないが,本 論では4種 類の制度に加入 しているものにかぎって固定度が高
いとみなした。
図一1でA象 限に属する生徒が多数であることは,安 定度,固 定度ともに高
いことを示 している。
すなわち,大 規模事業所に勤務 しかっ,各 種の社会保険制度 も完備 し,生 徒
もそれに加入 していることを示 している。 これは大規模事業所に正規の従業員
安定度高(大 規模事業所勤務)
BIA
(加入の社会保険が3種 以下)固 定度低 固定度高(4種 の社会保険に加入)
CD
安定度低(中 小零細事業所勤務)




B象 限は全日制の一部の学校や,近 年の定時制生徒にみられると予想 される
形態であり,具 体的には官庁や,郵 便配達などのアルバイ トに雇用 されている
生徒の領域である。っまり大規模事業所に勤務 し,か っ各種の社会保険制度に
は加入 していない生徒の領域である。さらに,C象 限は今 日に続 くと予想でき
る事業所規模も小 さく,ま た各種社会保険の制度なども未整備の状態で,そ れ
らに加入 していない生徒の職場であり,短 期 ・長期のアルバイトに従事 してい
る生徒の領域を示 している。
D象 限は,中 小事業所に勤務 しているが,い わゆる正規の従業員 として勤務
し,各 種の社会保険にも加入 している生徒の領域であるとみることができる。





定時制高校生に続 く特徴が現れ始めた1980年 代の後期以降を中心に考察 した。
それぞれの年代がどのようになるかを求あたのが資料1で ある。 たとえば19
60年(昭35)の 場合,京 都市内定時制において最大多数を占めている生徒 は有
職率は95%と 入学時点でほとんどが就職 しており,そ の勤務形態も大規模事業
所に勤務 し,か っ各種社会保険制度にも加入 しているという点で,図 一1で は
A領 域に該当する生徒がそれに相当する。以下,同 様にして各年代の生徒勤務




















は,昼 間は常雇いの労働者として勤労 に従事 している生徒が多数であることに
なる。 しか し,勤 務形態欄がBやCの 場合には,昼 間はアルバイ トなどの短期
の雇用形態の勤務につ く生徒が多 くなることを意味している。資料1-1よ り
みると,実 際にはB領 域の生徒はほとんど在籍 しないでC領 域となっている。
加えて,1980年(昭55)以 降の有職率の低下 は,定 時制高校に無職生徒の増加
という,そ れまでみられなかった新たな要因をもたらしている。こうした定時
制高校の変化の様子を把握するため,有 職率が95%以 上で勤務形態欄がAの 領
域である生徒が多数である時期を 「発足期の定時制高校」としてとらえ,っ ぎ
に有職率が95%を 割 り,か っ勤務形態がDで ある生徒が多数となる時期を 「変
動期の定時制高校」としてとらえた。
さらに有職率が80%を 割り,勤 務形態欄がC1の 領域である生徒が多数を占
め,有 職者のなかに占めるアルバイト生徒が目立ちはじめた1980年代初期から,
こうした生徒たちが有職者の半分近 くを占めるに至 るまでの時期を 厂停滞期の
定時制高校」として分類 した。この分類 は麻生誠氏による学校数と生徒数の変
化からみた,発 展期,安 定期,衰 退期の分類 とほぼ重なるが,本 論ではそれ以
後の生徒に焦点をあてるものである6)。
したがって,生 徒の有職率が80%を 割 り,勤 務形態欄がC2の 領域である生
徒が多数となる時期,っ まり有職者中に占めるアルバイ ト生徒が50%を 越え,




1990年(平2)以 降においては,全 日制高校において も,進 路未決定のまま
アルバイ トなどの仕事に従事する生徒が増加 してきてお り,大 都市部の専門学
校などにおいては,そ の数が半数以上にもなるという報告もある7)。この点も,
高校の機能と高校生を考える一資になるのではないかと考えるが,今 回は京都
市域の夜間定時制高校 に焦点を絞り,部 分的には全国的な状況と対比 しながら
その分析を行った。 これと同様の問題はアメリカ合衆国においても社会的状況
は異なってはいるが発生 している8)。
3.定 時制高校 の もつ社会 的機能 の変化
定時制高校のもっ社会的な機能にっいて,発 足時より今日に至るまでを4区
分 し,生 徒の勤務する職場の変化 との関係を中心にして,時 代別に整理 してみ
ると,次 のようになる。
1.発 足期(発 足時～1960年 代中期)
入学時点においては,全 日制と定時制の間の学習成績などには,ほ とんど差
異は見 られない。家庭的経済的事情により,や むな く定時制に入学 した生徒が
主流である。生徒の勤務先は大規模事業所の占める比率が高い。 したがって,
この時期の定時制高校 は,勤 労生徒に高校教育を保障する機能が中心となって
いる。入学 して くる生徒の年齢構成か ら見ると,変 動期より以降の時期と比べ
て成人入学者の割合が高 く,生 涯学習的機関としての役割も分担 している9)。
2.変 動期(1960年 代後期～1970年 代中期)
この時期はいわゆる高度成長期と呼ばれる期間とも重なる。定時制高校の激
変期である。前半期 は,発 足期に入学 して くる生徒とほぼ変わっていない。生
徒の勤務先は,中 小事業所がやや増加する程度である。 しか し後半期になると
入学する生徒は2分 されて くる。






るという機能が主になっているが,後 半期 も終 りに近づ くにっれ全 日制不合格
生徒の社会的救済機関としての役割が強 くなってくるとみることができる。年
齢構成から見る限 り,生 涯学習的機関としての機能は発足期に比較 し低下 して
いると推定できる1°)。
3.停 滞期(1980年 代初期～1980年 代中期)
入学 してくる生徒の職場は中小の事業所が主 になる。変動期にみ られた地方
出身の生徒の入学 はほとんどみられな くなる。定時制高校に入学 して くる生徒
は,全 日制高校に学習成績が理由で入学できなかった生徒が多数を占める。 し
か し,入 学時に無職である生徒はまだ少数派である。社会的救済機関としての




4.今 日の定時制(・'1年 代後期～1990年 代中期)
入学 して くる生徒は,全 日制高校から排除された生徒が多数を占めるように













済機関,不 適応者救済機関としての役割が大 きくなるにっれ,こ の機能は無職
生徒の増加 した停滞期よりさらに低 くなる12)。
このように今 日の定時制高校に入学 して くる生徒たちは,全 日制高校へ入学
したかったができないためやむなく定時制にきた,と いう生徒が多数になって






の中で,入 学時点ですでに成人に達 している生徒はすべて,生 涯学習的機能を
求めて定時制高校に入学 して くるものと仮定 した場合には,そ うした生徒が定
時制高校に入学 してくる割合は,発 足期や変動期に比較 して低 くなっている。
資料2に 示 したように,現 在の定時制高校では過年度の卒業生 といっても,せ












学 してくる生徒に比較的多 く,高 校を卒業するだけで職業資格の取得が可能な





の卒業 した学科以外の高校の卒業生,す なわち普通科を卒業 したが工業高校の
機械科に入学するなどの生徒である。 また少数ではあるが短大や4年 生大学の
卒業生なども在籍 している。








応者救済機関 としての役割が大 きくなってくると,少 数派である各種職業資格
の取得を目的 とした生徒が求めている生涯学習的機関としての機能は,果 たす
ことができるのか問題が残る。
以上,今 日の定時制高校のもっ社会的機能にっいて,大 別 して4点 の機能を
果たしていることを論 じてきた。1994年(平5)と1995年(平6)の 段階で,
これらの生徒を勤労生徒型,全 日制不合格型,全 日制不調型,生 涯学習型に類
型化 してみたのが資料3に 示 してある。 この表において生涯学習型は20歳以上















の比重が増大 し多様化 してくる。 とりわけ1988年(昭63)の 学校教育法が改定
され,そ れまで定時制通信制高校の卒業に要する年限は4年 以上であったのが,
3年 以上となったことは,現 行実施の1989年(平1)の 教育課程の改定に大き
く影響 している。代表的な内容は単位認定の弾力化である。前回の改定では
「実務代替」を単位認定できるようにしたが,1989年 度(平1)は,そ れに加








できたのか,こ のことにっいても検討 してみる必要があるが,各 制度が高校教
育のなかでどのような役割をはたしているのか考察 したい。上記の各制度のう
ち,Bの 技能連携 とFの 実務代替の制度を除けば,他 の制度 はすべて3年 で卒
業できるというのがその特徴になっている。
したがって,単 位制高校を除けばこの制度を導入 している高校は,同 一校に
3年 で卒業できる生徒 と4年 で卒業できる生徒が混在するわけである。少数で
はあるが昼間の時間帯に仕事に従事 している勤労生徒がおり,一 方で 「定定併
修」などの制度を利用 し,ア ルバイ トや働 くことなしに3年 で卒業できる生徒
が同一学級で学習 し,ク ラブ活動などに参加するのである。 これは,定 時制高
校のあり方というより学校教育 としてどう考えたらよいのであろうか。たしか


















が多いことは,そ れだけ教師と生徒の接触 も多 くなる。そんな中で,入 学式以





















より多少生徒は増加 しても,そ れは,本 来は全日制高校で負うべき生徒の補完
的な役割を定時制高校が果たしているに過ぎないのではないか。なぜ,世 間の
人が休息 ・休憩 している夜間の時間帯に学校が設置されているのかを考えると
き,定 時制高校はたとえ生徒数が減少 しても,家 庭的経済的事情で働かざるを
えない生徒に焦点をしぼった教育機関としてとらえるべきではなかろうか。そ





れないし,そ うした生徒を排除 している現状の見直 しを行 う必要がある。そし






ども再検討する必要がある。資料5,6に 示 したように,一 校の平均生徒数は,









を保障する機関 としての夜間定時制高校,成 人者 も含めた生涯学習的な機能を
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1950(25)42.5 21.3% 95%以 上40%以 上 402,559 A
55(30)51.5 20.8 95%以 上42.3% 534,648 A
60(35)57.7 16.1 95%以 上44.2% 515,830 A
65(40)70.3 10.2 90%以 上36.2% 512,015 D
70(45)81.5 8.6 90%以 上33.0% 366,094 D
75(50)91.9 5.6 90.4(9.6)26.9 234,374 D
80(55)93.7 3.2 76.3(12.9)13.2 146,943 C1
8193.7 3.1 77.6(11.8)7.2 140,898 C1
8293.7 3.0 71.0(16.9)3.2 135,275 Cl
8393.5 2.9 74.3(18.9)*43.0%以 下 133,536 C1
8493.4 2.8 77.6(20.8)〃 134,308 Cl
85(60)93.3 2.7 77.7(24.4)*4〃 137,390 C1
8693.3 2.8 74.9(28.8)3.0%以 下 142,660 Cl
8793.4 2.8 76.0(39.2)e51.0%以 下 144,039 C2
… 2.7 75.9(40.3)〃 149,052 C2
89(64)94.1 2.7 71.3(45.6)〃 150,271 C2
1990(2)94.4 2.6 75.8(42.7)〃 141,079 C2
91(3)94.6 2.5 74.2(44.4)〃 134,098 C2
92(4)95.0 2.4 73.3(43.3)〃 124,097 C2
93(5)95.3 2.3 65.8(38.1)〃 113,027 C2
94(6)95.7 2.3 59.8(33.6)*6〃 107,701 C3
95C7)96.7 2.1 56.4(33.3)〃 102,786 C3
*11975年 より以前 は統計はないが各校の学校要覧の就職者か ら推定した。
*2京 都市立高校4校 卒業生名簿の就職先より分類(1部 上場事業所または官公庁に勤務す る生徒の場合)
卒業時に転職 する生徒 も含まれるたあ これより実際には少 し変動す ると推定される。
*3全 国定時制 。通信制教頭協会調査による。*4統 計 は入手できなかったが前後から推計 した。
*5有 職者に占あるアルバイ ト従事者が50%を 越す。*6無 職生徒の数が40%を 越す。




市内定時制4校 原留生徒を含む(府 全体の%,市 内生徒の約半数)
1994年度1年 生全員5。1調 査(各 校学校要覧より筆者作成)
学校/年度 15歳 16 17 18 19 20 21 合計 20歳 以上 の率
a 61(67.8%) 19 5 3 1 1 90人 2.22%
b 92(84.1%) 11 2 1 3 109 2.75%
C 49(59.0%) 19 8 1 1 5 83 6.02%
d 69(69.0%) 19 3 3 2 1 3 ioo 4.00%
合 計 271 68 18 8 3 2 12 382 3.66%
1995年 度1年 生全員5.1調 査(各 校学校要覧 よ り筆者作成)
学校/年度 15歳 16 17 18 19 20 21 合計 20歳 以上の率 備考
a 53(81.5%) 6 2 3 i 0 0 65人 0%
b 80(79.2%) 9 2 1 i 2 6 101 7.92
C 40(61.5%) 18 4 2 0 0 1 65 1.54% *
d 48(64.8%) 11 8 2 2 2 1 74 4.05%
合 計 221(72.5�) 44 16 8 4 4 8 305 3.93%
*d校 のみ原留生徒 を含んで いない
資料3生 徒 の類型別分類 の推定 市 内定時制4校
各校学校要覧などを基礎資料にして筆者が推定 し作成した。
入学年/月 1993/4 1994/4 1995/4
1.勤 労生徒型 70(20.2%) 73(22.7%) 64(23.9%)
2.全 日制不合格型 237(68.3%) 214(66.5%) 158(59.0%)
成 績 (134)(41.5%) (91)(34.0%)
そ の他 (80)(25.0%) (67)(25.0%)
3.全 日制不調型 40(11.5%) 21(6.5%) 34(12.7%)
4.生 涯学習型 14(4.3%) 12(4.5%)
合 計 347 322 268*
*1995年 度京都府下全生徒 に対す る割合:286/799=33 .5%市 内生徒の約半数よ り推定
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資料4全 国の定 時制 ・通信制高校の単位取得制度
(1995.5.1調査)数 字は学校数を示す(平 成7年 度全国定通高校基本調査による)
滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山 近 畿 全 国
1.技 能連携制度 1 5 1 2 9 82
2.定 通(通 定)併 習制度 4 5 9 8 25 259
3.定 定(昼 夜)併 習制度 i 1 1 1 2 5 io
4.大 検合格科 目の認定 4 13 17 8 43 237
5.実 務代替制 度 4 5 1 6 16 66
6.二 部 制 2 1 1 1 0 5 57
7.三 部 制 D 1 0 0 i 9
8.単 位制 i 5 3 3 12 60
定時制高校総数 6 18 55 35 12 14 140 944
資料5京 都府立高等学校定時制 ・通信制課程在籍生徒数の変遷
各年5.1現 在(文 部省学校基本調査による)
年度 定時制 通信制 年度 定時制 通信制 定時制1校 平均生徒数
1955 10,131 1,331 1990 4,354 1,162 241人
60 9,336 1,148 91 3,974 1,213 221人
65 19,294 895 92 3,452 1,302 191人
70 6,619 922 93 3,718 1,415 207人
75 5,178 1,025 94 2,924`1 1,471 162人
80 4,422 906 95 2,670*2 1,493 147人
85 4,454 1,023
*1全 国 定 時 制 生 徒 に 占 め る率 は2,924/22,891=12.8%*2同 左2,670/21,841=12.2%
資料6京 都市 内にある定 時制高校数 と在籍生徒数
1995.5.1現 在(平 成7年 度京都府教育統計による)
学校数 生徒数合計 男 女 備 考 1校平均生徒数
京都府立定時制 6 1,156 751 405 あと通信制が1校 ある 192人
京都市立定時制 4 1,067 847 220 266人
京都市内総計 10 2,223 1,598 625 222人
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で い く必 要 が あ る。
註
1)京 都府定 時制教頭会編 『京都 の定時制教育』 平成4.5.6年 版 による。
全国統計 はないが この傾 向は全国的である と推定 される。
2)竹 内洋他著 『教育 と選抜』 有斐閣1992pp.24-32
3)竹 内洋他著 前掲書1992pp.37-39
4)佐 野正彦著 「講座高校教育改革5』 労働旬報社1995pp.44-45
ここでは単位制高校 を4分 類 しているが,定 時制高校 の分類 と して は社 会 的救済
機 関 と不適応者救済機関 の区別がな されていないので不十分 と考え る。
5)文 部省調査 はないが,た とえば滋賀県 のS工 業高校で は,社 会人の ため に電 気主
任技術者 の資格取得 を目標 に した コースなどが設 け られて いる。
6)麻 生誠著 『定時制 ・通信制高校に関す る実証的研究』 大阪大学人間科 学部研 究
報告1998.3号1998pp.2-8
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